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関西地区の技能実習生の状況について

令和６年６月12日
大阪労働局職業安定部訓練課

【資料 ４】



「外国人雇用状況」の届出について
外国人雇用状況の届出制度は、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活

の充実等に関する法律に基づき、外国人労働者の雇用管理の改善や再就職支援などを目的とし、す
べての事業主に、外国人の雇入れ・離職の際に、氏名、在留資格、在留期間などを確認し、厚生労
働大臣（ハローワーク）へ届け出ることを義務付けています。
厚生労働省では毎年10月末現在の届出状況を集計し公表しています。

◀様式第３号
外国人雇用状況届出書
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全国の外国人労働者数の推移（R5.10末現在）
総数では、2,048,675人（対前年比225,950人増）。初の２００万人超え。
技能実習では、412,501人（対前年比69,247人増）。令和３，４年は、コロナ禍の影響により２年連

続減少していたが、令和５年は対前年比20.2%の大幅増。

２

外国人労働者数（総数・技能実習）
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787,627 
907,896 

1,083,769 
1,278,670 

1,460,463 
1,658,804 1,724,328 1,727,221 1,822,725

2,048,675

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

総数

技能実習

外国人労働者数（在留資格別）
平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

787,627 907,896 1,083,769 1,278,670 1,460,463 1,658,804 1,724,328 1,727,221 1,822,725 2,048,675

専門的・技術的分野の在留資格 147,296 167,301 200,994 238,412 276,770 329,034 359,520 394,509 479,949 595,904

うち技術・人文知識・国際業務 － 121,160 148,538 180,367 213,935 260,556 282,441 291,192 318,850 366,168

うち技術 43,948 － － － － － － － － －

うち人文知識・国際業務 61,033 － － － － － － － － －

特定活動 9,475 12,705 18,652 26,270 35,615 41,075 45,565 65,928 73,363 71,676

技能実習 145,426 168,296 211,108 257,788 308,489 383,978 402,356 351,788 343,254 412,501

資格外活動 146,701 192,347 239,577 297,012 343,791 372,894 370,346 334,603 330,910 352,581

うち留学 125,216 167,660 209,657 259,604 298,461 318,278 306,557 267,594 258,636 273,777

身分に基づく在留資格　 338,690 367,211 413,389 459,132 495,668 531,781 546,469 580,328 595,207 615,934

うち永住者 187,865 208,114 236,794 264,962 287,009 308,419 322,092 345,460 357,434 371,296

うち日本人の配偶者等 69,727 72,895 79,115 85,239 89,201 94,167 95,226 98,881 99,639 100,977

うち永住者の配偶者等 7,878 8,968 10,441 12,056 13,505 14,742 15,510 16,589 17,126 18,076

うち定住者 73,220 77,234 87,039 96,875 105,953 114,453 113,641 119,398 121,008 125,585

不明 39 36 49 56 130 42 72 65 42 79

※数値については、外国人雇用状況（各年１０月末時点）の届出状況において、事業主から提出のあった届出件数を集計したもの。
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国籍別・在留資格別外国人労働者数（R5.10末現在）
総数では、ベトナムが518,364人で１位。（令和２年に中国を抜いて以降４年連続１位）
技能実習でも、ベトナムが209,305人で１位。（技能実習生の50.7％がベトナム国籍）

３

令和５年10月末時点 （単位：人）

②特定活動
（注３）

③技能実習 ⑥不明

計
うち技術・人文
知識・国際業務

うち特定技能 計 うち留学 計 うち永住者
うち日本人の
配偶者等

うち永住者の
配偶者等

うち定住者

595,904 366,168 138,518 71,676 412,501 352,581 273,777 615,934 371,296 100,977 18,076 125,585 79
(29.1%) (17.9%) (6.8%) (3.5%) (20.1%) (17.2%) (13.4%) (30.1%) (18.1%) (4.9%) (0.9%) (6.1%) (0.0%)

518,364 159,962 84,650 69,462 27,301 209,305 101,530 82,644 20,262 9,561 5,340 1,605 3,756 4
[25.3%] (30.9%) (16.3%) (13.4%) (5.3%) (40.4%) (19.6%) (15.9%) (3.9%) (1.8%) (1.0%) (0.3%) (0.7%) (0.0%)

397,918 148,207 113,016 8,782 4,518 36,558 73,621 59,501 135,004 100,192 17,310 6,501 11,001 10
[19.4%] (37.2%) (28.4%) (2.2%) (1.1%) (9.2%) (18.5%) (15.0%) (33.9%) (25.2%) (4.4%) (1.6%) (2.8%) (0.0%)

226,846 30,458 9,647 14,680 5,085 37,856 3,463 2,318 149,975 88,082 20,807 3,672 37,414 9
[11.1%] (13.4%) (4.3%) (6.5%) (2.2%) (16.7%) (1.5%) (1.0%) (66.1%) (38.8%) (9.2%) (1.6%) (16.5%) (0.0%)

145,587 39,196 29,106 3,561 3,024 1,968 95,325 60,723 6,072 3,179 1,390 679 824 2
[7.1%] (26.9%) (20.0%) (2.4%) (2.1%) (1.4%) (65.5%) (41.7%) (4.2%) (2.2%) (1.0%) (0.5%) (0.6%) (0.0%)

137,132 1,017 626 20 130 63 479 422 135,442 67,697 15,767 1,203 50,775 1
[6.7%] (0.7%) (0.5%) (0.0%) (0.1%) (0.0%) (0.3%) (0.3%) (98.8%) (49.4%) (11.5%) (0.9%) (37.0%) (0.0%)

121,507 34,299 6,216 25,589 5,212 68,236 6,633 6,119 7,127 3,701 1,722 204 1,500 0
[5.9%] (28.2%) (5.1%) (21.1%) (4.3%) (56.2%) (5.5%) (5.0%) (5.9%) (3.0%) (1.4%) (0.2%) (1.2%) (0.0%)

71,454 30,758 26,778 173 2,216 13 7,198 6,124 31,264 22,733 6,288 537 1,706 5
[3.5%] (43.0%) (37.5%) (0.2%) (3.1%) (0.0%) (10.1%) (8.6%) (43.8%) (31.8%) (8.8%) (0.8%) (2.4%) (0.0%)

71,188 18,927 9,803 8,364 11,656 24,130 12,344 11,546 4,131 1,384 562 139 2,046 0
[3.5%] (26.6%) (13.8%) (11.7%) (16.4%) (33.9%) (17.3%) (16.2%) (5.8%) (1.9%) (0.8%) (0.2%) (2.9%) (0.0%)

36,543 8,495 3,032 2,875 626 12,087 2,038 1,888 13,295 8,004 3,152 368 1,771 2
[1.8%] (23.2%) (8.3%) (7.9%) (1.7%) (33.1%) (5.6%) (5.2%) (36.4%) (21.9%) (8.6%) (1.0%) (4.8%) (0.0%)

31,584 209 101 11 43 65 99 91 31,167 21,287 1,403 787 7,690 1
[1.5%] (0.7%) (0.3%) (0.0%) (0.1%) (0.2%) (0.3%) (0.3%) (98.7%) (67.4%) (4.4%) (2.5%) (24.3%) (0.0%)

83,882 46,819 26,258 61 1,389 13 3,332 2,671 32,289 17,338 13,833 298 820 40
[4.1%] (55.8%) (31.3%) (0.1%) (1.7%) (0.0%) (4.0%) (3.2%) (38.5%) (20.7%) (16.5%) (0.4%) (1.0%) (0.0%)

34,861 20,580 9,939 9 131 4 902 666 13,207 7,033 5,725 102 347 37
[1.7%] (59.0%) (28.5%) (0.0%) (0.4%) (0.0%) (2.6%) (1.9%) (37.9%) (20.2%) (16.4%) (0.3%) (1.0%) (0.1%)

12,945 7,353 4,193 5 204 0 264 194 5,123 2,953 2,047 40 83 1
[0.6%] (56.8%) (32.4%) (0.0%) (1.6%) (0.0%) (2.0%) (1.5%) (39.6%) (22.8%) (15.8%) (0.3%) (0.6%) (0.0%)

206,670 77,557 56,935 4,940 10,476 22,207 46,519 39,730 49,906 28,138 13,403 2,083 6,282 5
[10.1%] (37.5%) (27.5%) (2.4%) (5.1%) (10.7%) (22.5%) (19.2%) (24.1%) (13.6%) (6.5%) (1.0%) (3.0%) (0.0%)

注１：

注２：

注３：

注４：

「①専門的・技術的分野の在留資格」には、在留資格「教授」、「芸術」、「宗教」、「報道」、「高度専門職１号・２号」、「経営・管理」、「法律・会計業務」、「医療」、「研究」、「教育」、「技術・人文知識・国際業務」、「企業内転勤」、「介護」、「興行」、「技能」、「特定技能１号・２号」が含まれる。

在留資格「②特定活動」に該当する活動には、外交官等の家事使用人、ワーキング・ホリデー、経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者等が含まれる。

G７等とは、フランス、アメリカ、イギリス、ドイツ、イタリア、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、ロシアをいう。

ペルー

Ｇ７等（注４）

うちアメリカ

うちイギリス

その他

［　］内は、外国人労働者総数（全国籍計）に対する当該国籍の外国人労働者数の割合を示す。（　）内は、国籍別の外国人労働者総数（全在留資格計）に対する当該在留資格の外国人労働者数の割合を示す。なお、割合の数値は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が100％にならない
場合がある。

ネパール
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タイ

全国籍計 2,048,675

ベトナム

中国
（香港、マカオを含む）

フィリピン

全在留
資格計
（注１）

①専門的・技術的分野の在留資格
（注２）

④資格外活動 ⑤身分に基づく在留資格　



在留資格別・産業別外国人労働者数（R5.10末現在）
総数では、製造業が27.0％で１位。
技能実習でも、製造業が48.3％で１位。

４

令和５年10月末時点 （単位：人）

全産業計

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

2,048,675 144,981 7.1% 552,399 27.0% 85,401 4.2% 263,555 12.9% 233,911 11.4% 80,033 3.9% 90,839 4.4% 320,755 15.7%

595,904 26,978 4.5% 141,927 23.8% 64,244 10.8% 77,733 13.0% 51,130 8.6% 32,819 5.5% 30,116 5.1% 70,571 11.8%

うち技術・人文知識
・国際業務

366,168 13,212 3.6% 69,480 19.0% 58,187 15.9% 61,709 16.9% 24,519 6.7% 12,989 3.5% 2,822 0.8% 58,190 15.9%

うち特定技能 138,518 12,333 8.9% 62,043 44.8% 183 0.1% 10,244 7.4% 8,456 6.1% 34 0.0% 21,346 15.4% 7,327 5.3%

71,676 7,651 10.7% 15,065 21.0% 725 1.0% 6,297 8.8% 10,521 14.7% 611 0.9% 10,485 14.6% 13,326 18.6%

412,501 88,830 21.5% 199,336 48.3% 228 0.1% 34,167 8.3% 4,866 1.2% 39 0.0% 15,957 3.9% 13,549 3.3%

352,581 844 0.2% 29,917 8.5% 3,305 0.9% 70,978 20.1% 114,018 32.3% 20,364 5.8% 7,445 2.1% 72,722 20.6%

うち留学 273,777 382 0.1% 19,677 7.2% 2,629 1.0% 56,853 20.8% 95,023 34.7% 18,809 6.9% 6,409 2.3% 49,072 17.9%

615,934 20,676 3.4% 166,151 27.0% 16,896 2.7% 74,372 12.1% 53,355 8.7% 26,191 4.3% 26,828 4.4% 150,571 24.4%

うち永住者 371,296 10,764 2.9% 96,885 26.1% 12,017 3.2% 50,111 13.5% 32,739 8.8% 18,034 4.9% 18,711 5.0% 79,122 21.3%

うち日本人の配偶者等 100,977 3,605 3.6% 24,567 24.3% 3,370 3.3% 12,626 12.5% 9,770 9.7% 6,661 6.6% 4,166 4.1% 22,500 22.3%

うち永住者の配偶者等 18,076 1,334 7.4% 4,888 27.0% 393 2.2% 2,266 12.5% 1,722 9.5% 389 2.2% 366 2.0% 4,564 25.2%

うち定住者 125,585 4,973 4.0% 39,811 31.7% 1,116 0.9% 9,369 7.5% 9,124 7.3% 1,107 0.9% 3,585 2.9% 44,385 35.3%

79 2 2.5% 3 3.8% 3 3.8% 8 10.1% 21 26.6% 9 11.4% 8 10.1% 16 20.3%

注１：

注２：

注３：

注４：

⑥不明

産業分類は、日本標準産業分類（平成25年10月改定）に対応している。

「構成比」欄は、在留資格別の外国人労働者総数（全産業計）に対する当該産業の外国人労働者数の割合を示す。割合の数値は小数点以下第２位を四捨五入している。

「①専門的・技術的分野の在留資格」には、在留資格「教授」、「芸術」、「宗教」、「報道」、「高度専門職１号・２号」、「経営・管理」、「法律・会計業務」、「医療」、「研究」、「教育」、「技術・人文
知識・国際業務」、「企業内転勤」、「介護」、「興行」、「技能」、「特定技能１号・２号」が含まれる。

在留資格「②特定活動」に該当する活動には、外交官等の家事使用人、ワーキング・ホリデー、経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者等が含まれる。

全在留資格計

①専門的・技術的分野の
　在留資格（注３）

②特定活動（注４）

③技能実習

④資格外活動

⑤身分に基づく在留資格

うち建設業 うち製造業 うち情報通信業 うち卸売業、小売業 うち宿泊業、飲食
サービス業

うち教育、学習
支援業 うち医療、福祉 うちサービス業（他に分

類されないもの）



関西地区の技能実習生の状況（R5.10末現在）
労働者数は、全国と同じく、令和３，４年は２年連続の減少だったが、直近は前年同期比18.9%の大

幅増。労働者数では大阪の24,227人が１位、兵庫の13,125人が２位。構成比では和歌山の39.7％が１
位、奈良の35.5％が２位。

関西地区の技能実習生の状況 関西地区の技能実習生の推移

５

単位：人、％

労働者数 構成比 労働者数 構成比 労働者数 構成比

全国 412,501 (20.1) 343,254 (18.8) 20.2% 1.3

関西地区 53,267 (19.7) 44,806 (19.2) 18.9% 0.5

滋賀 5,268 (21.2) 4,333 (18.8) 21.6% 2.5

京都 5,795 (20.3) 4,749 (20.5) 22.0% -0.1

大阪 24,227 (16.6) 20,641 (16.6) 17.4% 0.0

兵庫 13,125 (22.9) 11,148 (21.8) 17.7% 1.1

奈良 2,995 (35.5) 2,448 (34.6) 22.3% 0.8

和歌山 1,857 (39.7) 1,487 (39.0) 24.9% 0.7

前年増減率
（構成比はポイント差）

令和５年10月末現在 令和４年10月末現在
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